
 

2003年11月18日
日本経団連国民生活本部

「【緊急調査】年金改革の企業行動に与える影響について」の集計結果
実施時期 2003年10月
調査対象 日本経団連社会保障委員会企業会員会社130社
回収数 59 社

　厚生年金保険料率の引上げに対する企業の対応（複数回答）

注：数値は、厚生年金保険料率が段階的に20％に引上げられた場合に、対応策として検討すると回答した企業の割合｡集計対象企業数＝100％
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その他の対応策

コストを勘案して、事業の縮小・撤退を検討する

比較的雇用コストのかからない（労働集約的ではない）事
業形態への転換を検討する

日本と比較して労働コストの低い海外での生産を拡充す
る

コストを勘案して従業員数の調整を検討する

コストを勘案して、人件費調整を検討する

コストを勘案して労働形態の転換を検討する
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(１)具体的な転換形態

(2)具体的な人件費調整項目
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